環境行動事業所認定に係る事故発生及び欠格事項確認書

年　　　月　　　日
川崎市長　様
郵便番号

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

当指定事業所は、川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第３２条第２項の規定に基づいて環境行動事業所として認定を申請するに当たり、次のとおり確認いたしました。

１　事業所において、過去３年間に次に掲げる事故は発生しておりません。

⑴　硫黄酸化物、窒素酸化物、炭化水素系物質、ばいじん、排煙指定物質又は特定有害物質が指定事業所の外部に漏えいしたことにより、周辺住民等に対し、健康被害又は経済的被害を及ぼしたものと認められる事故

⑵　事故の発生原因、発生状況、措置状況等から判断して、指定事業所における環境に係る管理体制の重大な欠陥に起因したものと認められる事故

２　事業所の設置者が、次の各項目のいずれにも該当しません。

⑴　この条例又は次に掲げる環境の保全に関する法律若しくは条例の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日の翌日から起算して３年を経過しない者

　　ア　工業用水法(昭和３１年法律第１４６号)

　　イ　大気汚染防止法(昭和４３年法律第９７号)

　　ウ　騒音規制法(昭和４３年法律第９８号)

　　エ　廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和４５年法律第１３７号)

　　オ　水質汚濁防止法(昭和４５年法律第１３８号)

　　カ　悪臭防止法(昭和４６年法律第９１号)

　　キ　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律(昭和４６年法律第１０７号)

　　ク　振動規制法(昭和５１年法律第６４号)

　　ケ　自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法(平成４年法律第７０号)

　　コ　特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善の促進に関する法律(平成１１年法律第８６号)

　　サ　ダイオキシン類対策特別措置法(平成１１年法律第１０５号)

　　シ　フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律(平成１３年法律第６４号)

　　ス　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の促進に関する特別措置法(平成１３年法律第６５号)

　　セ　土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）

　　ソ　使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成１４年法律第８７号）

　　タ　神奈川県生活環境の保全等に関する条例（平成９年神奈川県条例第３５号）

　　チ　川崎市環境影響評価に関する条例（平成１１年川崎市条例第４８号）

　⑵　法人の場合にあっては、その役員のうちに上記２⑴に該当する者
